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連載◎「電気で温暖化防止に挑戦」

（
1
） 

新
た
な
原
子
力
技
術
パ
ラ
ダ
イ
ム

　

低
炭
素
社
会
実
現
に
向
け
、
低
炭
素

排
出
電
源
に
よ
る
電
力
化
を
進
め
る
こ

と
が
重
要
で
あ
る
こ
と
を
こ
れ
ま
で
の

連
載
で
述
べ
て
き
た
。
本
連
載
第
５
回

で
は
、「
地
球
環
境
問
題
へ
の
対
応
」

と
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
確

保
」
の
両
立
に
大
き
な
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル

を
有
す
る
原
子
力
発
電
に
期
待
さ
れ
る

役
割
と
課
題
に
関
し
て
、
当
面
２
０
５

０
年
に
お
い
て
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
の
60
%

削
減
を
達
成
す
る
た
め
の
ゼ
ロ
・
エ
ミ

ッ
シ
ョ
ン
電
源
の
大
幅
な
拡
大
、
具
体

的
に
は
９
０
０
０
万
ｋ
Ｗ
（
90
Ｇ
Ｗ
）

の
原
子
力
発
電
設
備
容
量
の
実
現
に
焦

点
を
当
て
て
述
べ
た
。

　

大
容
量
の
電
力
供
給
が
可
能
な
低
炭

素
排
出
電
源
で
あ
る
原
子
力
発
電
は
、

そ
の
研
究
開
発
と
計
画
の
実
現
に
長
い

時
間
が
か
か
る
と
い
う
特
徴
を
持
つ
。

一
方
、
技
術
開
発
の
課
題
以
外
に
、
ウ

ラ
ン
需
給
（
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
）、
核

拡
散
に
か
か
わ
る
国
際
政
治
動
向
、
社

会
経
済
情
勢
な
ど
の
影
響
要
因
が
あ
り
、

こ
れ
ら
の
相
対
的
に
短
い
時
間
変
動
に

対
し
て
は
機
敏
に
対
応
す
る
必
要
が
あ

る
。
ま
た
、
本
連
載
で
検
討
し
て
い
る

電
力
化
へ
の
シ
フ
ト
に
よ
る
必
要
発
電

設
備
や
そ
れ
に
見
合
う
燃
料
サ
イ
ク
ル

の
設
備
は
，
こ
れ
ら
に
関
連
す
る
技
術

開
発
の
進
ち
ょ
く
を
見
極
め
つ
つ
中
長

期
的
に
周
到
に
整
備
し
て
い
く
必
要
が

あ
る
。

　

原
子
力
技
術
は
、
単
に
50
年
の
Ｃ

Ｏ
２

排
出
削
減
と
い
う
「
瞬
間
風
速
的

な
目
標
」
の
達
成
に
と
ど
ま
ら
ず
、
ひ

と
た
び
築
き
上
げ
た
「
低
炭
素
社
会
」

を
安
定
的
に
持
続
さ
せ
る
た
め
の
柱
で

在
り
続
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の

た
め
に
、
原
子
力
技
術
体
系
は
、
上
記

の
多
様
な
時
間
特
性
を
有
す
る
要
因
を

相
互
に
調
整
し
て
い
く
だ
け
で
な
く
、

「
低
炭
素
社
会
」
に
求
め
ら
れ
る
で
あ

ろ
う
新
た
な
技
術
規
範
、
言
う
な
れ
ば

「
新
た
な
原
子
力
技
術
パ
ラ
ダ
イ
ム
」

に
の
っ
と
っ
た
特
性
を
具
備
し
た
上
で
、

社
会
に
恒
常
的
に
受
け
入
れ
ら
れ
て
い

く
必
要
が
あ
る
。

　

原
子
力
発
電
設
備
容
量
を
維
持
し
て

い
く
上
で
は
、
21
世
紀
後
半
か
ら
は
高

速
増
殖
炉
（
Ｆ
Ｂ
Ｒ
）
を
導
入
し
、
か

つ
、
円
滑
な
核
燃
料
サ
イ
ク
ル
を
実
現

し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
で
は
、

そ
の
よ
う
な
技
術
パ
ラ
ダ
イ
ム
と
し
て

何
が
求
め
ら
れ
、
現
行
の
技
術
開
発
を

通
じ
て
ど
の
よ
う
な
原
子
力
技
術
体
系

を
目
指
し
て
い
く
べ
き
で
あ
ろ
う
か
。

大
量
を
示
す
が
、
年
平
均
１
・
０
〜
１
・

５
Ｇ
Ｗ
の
恒
常
的
な
建
設
が
必
要
で
あ

る
。
仮
に
、
図
‐
１
に
示
す
必
要
条
件

の
欠
落
が
あ
る
と
、
こ
の
必
要
建
設
ペ

ー
ス
が
大
き
く
減
速
す
る
可
能
性
が
高

い
。
さ
ら
に
言
え
ば
、
基
準
を
超
え
る

放
射
性
物
質
が
環
境
中
に
放
出
さ
れ
る

よ
う
な
事
故
が
国
内
外
を
問
わ
ず
発
生

し
た
場
合
、
あ
る
い
は
、
国
際
的
な
核

物
質
管
理
体
制
が
確
立
で
き
な
い
場
合

は
、
原
子
力
は
低
炭
素
社
会
を
支
え
る

主
役
と
は
な
り
得
な
い
可
能
性
が
高
い
。

　

以
下
で
は
、
こ
う
し
た
必
要
条
件
が

達
成
さ
れ
て
い
る
こ
と
（
達
成
し
な
け

れ
ば
い
け
な
い
こ
と
で
あ
る
）
を
前
提

と
し
て
、
50
年
段
階
以
降
の
原
子
力
利

用
の
姿
に
つ
い
て
述
べ
る
。

　

原
子
力
施
設
で
の
具
体
的
な
安
全
対

策
や
目
指
す
べ
き
定
量
的
な
目
標
、
そ

し
て
そ
の
定
量
評
価
の
方
法
は
、
運
転

経
験
、
研
究
開
発
を
通
し
た
評
価
技
術

の
進
展
、
計
算
機
性
能
の
飛
躍
的
進
歩

な
ど
に
よ
り
改
良
さ
れ
、
か
つ
、
精
度

の
高
い
も
の
と
な
っ
て
き
て
い
る
。
こ

あ
る
。
図
‐
１
に
国
際
情
勢
を
含
め
た

状
況
を
ま
と
め
る
。
い
ず
れ
も
確
実
な

も
の
に
す
る
こ
と
は
容
易
な
こ
と
で
は

な
い
が
、
地
道
で
不
断
の
努
力
を
行
う

こ
と
で
こ
れ
ら
を
同
時
に
達
成
し
て
い

く
こ
と
は
決
し
て
不
可
能
で
は
な
い
。　

図
‐
２
に
、
原
子
力
立
国
計
画
ベ
ー
ス

の
60
Ｇ
Ｗ
な
い
し
は
Ｃ
Ｏ
２

60
%
削
減

シ
ナ
リ
オ
の
90
Ｇ
Ｗ
を
維
持
す
る
た
め

の
リ
プ
レ
ー
ス
と
新
設
の
必
要
設
備
増

さ
ら
に
そ
の
た
め
に
は
、
現
状
の
技
術

開
発
戦
略
は
ど
の
よ
う
な
方
向
性
を
指

向
す
べ
き
で
あ
ろ
う
か
。

（
2
）
2
0
5
0
年
段
階
で
求
め
ら
れ

る
原
子
力
利
用
の
姿

　

本
連
載
の
第
５
回
で
指
摘
し
た
諸
課

題
で
あ
る
「
既
設
炉
の
活
用
」「
新
規

炉
の
着
実
な
建
設
」
と
「
核
燃
料
サ
イ

ク
ル
の
確
立
」
は
、
50
年
段
階
の
目
標

を
達
成
す
る
た
め
の
「
必
要
条
件
」
で

図-1 原子力発電の持続的継続に求められる2050年段階での必要
条件
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図-2 60GWまたは90GWを維持するために
必要な発電設備増大量
60GW、90GWにかかわらず、FBRは2050年以降年間平均
1.0GWのペースで建設が必要。
軽水炉リプレース需要は約30GW。90GW達成するためには
30GWの増設が必要。早期に増設を進めたとして、20年間で
約60GWの軽水炉建設が必要である。

連載◎「電気で温暖化防止に挑戦」

小林広昭
電力中央研究所 原子力技術研究
所 上席研究員 軽水炉からFBR
への移行期サイクル諸量評価に
従事。

坂村義治
電力中央研究所 原子力技術研究
所 上席研究員乾式再処理技術の
開発研究に従事。

北島庄一
電力中央研究所 原子力技術研究
所 上席研究員 軽水炉の燃料挙動
の評価、被覆管の腐食・水素化に
かかわる研究に従事。

植田伸幸
電力中央研究所 原子力技術研究
所 上席研究員 原子炉システム安
全領域リーダー、工学博士。原子
炉システムの安全設計・評価の研
究、特に、金属燃料ＦＢＲの安全研
究に従事。

運転経験と科学技術の最新知見を
遅滞なく的確に取り込んだ設計と安全規制。
原子力利用の透明性と効率性の向上

● 多くの国の原子力発電所で、「安全文化」に基づいた高
い水準の運転管理が行われ、重篤な事故が発生してい
ない（安全性の確保）。

● 核の不当な軍事炉用が検知・防止できる国際的な活動
が可能であり、平和利用の体制が確立している（核拡
散防止）。

● 原子力利用による経済効果と環境保全の恩恵を、現在
の途上国を含む多くの国の国民が実感している。

国際的な状況

● 順調なリプレース・新
設による発電容量の維
持。

● リスク情報を活用した
プラント運転管理と耐
震安全性の確保。

国内軽水炉
● FBRサイクルに向け
て、軽水炉燃料再処理
事業の実現。

● 高レベル廃棄物処分事
業の実現。

核燃料サイクル 1
原
子
力
発
電
が
低
炭
素

社
会
を
担
い
続
け
る
た

め
に

2
Ｆ
Ｂ
Ｒ
サ
イ
ク
ル
時
代

に
求
め
ら
れ
る
要
件

低
炭
素
社
会
を

持
続
さ
せ
る

原
子
力
発
電

第8回

電
力
中
央
研
究
所
「
電
気
と
環
境
の
フ
ォ
ー
ラ
ム
」
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連載◎「電気で温暖化防止に挑戦」

（
1
） 

新
た
な
原
子
力
技
術
パ
ラ
ダ
イ
ム

　

低
炭
素
社
会
実
現
に
向
け
、
低
炭
素

排
出
電
源
に
よ
る
電
力
化
を
進
め
る
こ

と
が
重
要
で
あ
る
こ
と
を
こ
れ
ま
で
の

連
載
で
述
べ
て
き
た
。
本
連
載
第
５
回

で
は
、「
地
球
環
境
問
題
へ
の
対
応
」

と
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
確

保
」
の
両
立
に
大
き
な
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル

を
有
す
る
原
子
力
発
電
に
期
待
さ
れ
る

役
割
と
課
題
に
関
し
て
、
当
面
２
０
５

０
年
に
お
い
て
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
の
60
%

削
減
を
達
成
す
る
た
め
の
ゼ
ロ
・
エ
ミ

ッ
シ
ョ
ン
電
源
の
大
幅
な
拡
大
、
具
体

的
に
は
９
０
０
０
万
ｋ
Ｗ
（
90
Ｇ
Ｗ
）

の
原
子
力
発
電
設
備
容
量
の
実
現
に
焦

点
を
当
て
て
述
べ
た
。

　

大
容
量
の
電
力
供
給
が
可
能
な
低
炭

素
排
出
電
源
で
あ
る
原
子
力
発
電
は
、

そ
の
研
究
開
発
と
計
画
の
実
現
に
長
い

時
間
が
か
か
る
と
い
う
特
徴
を
持
つ
。

一
方
、
技
術
開
発
の
課
題
以
外
に
、
ウ

ラ
ン
需
給
（
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
）、
核

拡
散
に
か
か
わ
る
国
際
政
治
動
向
、
社

会
経
済
情
勢
な
ど
の
影
響
要
因
が
あ
り
、

こ
れ
ら
の
相
対
的
に
短
い
時
間
変
動
に

対
し
て
は
機
敏
に
対
応
す
る
必
要
が
あ

る
。
ま
た
、
本
連
載
で
検
討
し
て
い
る

電
力
化
へ
の
シ
フ
ト
に
よ
る
必
要
発
電

設
備
や
そ
れ
に
見
合
う
燃
料
サ
イ
ク
ル

の
設
備
は
，
こ
れ
ら
に
関
連
す
る
技
術

開
発
の
進
ち
ょ
く
を
見
極
め
つ
つ
中
長

期
的
に
周
到
に
整
備
し
て
い
く
必
要
が

あ
る
。

　

原
子
力
技
術
は
、
単
に
50
年
の
Ｃ

Ｏ
２

排
出
削
減
と
い
う
「
瞬
間
風
速
的

な
目
標
」
の
達
成
に
と
ど
ま
ら
ず
、
ひ

と
た
び
築
き
上
げ
た
「
低
炭
素
社
会
」

を
安
定
的
に
持
続
さ
せ
る
た
め
の
柱
で

在
り
続
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の

た
め
に
、
原
子
力
技
術
体
系
は
、
上
記

の
多
様
な
時
間
特
性
を
有
す
る
要
因
を

相
互
に
調
整
し
て
い
く
だ
け
で
な
く
、

「
低
炭
素
社
会
」
に
求
め
ら
れ
る
で
あ

ろ
う
新
た
な
技
術
規
範
、
言
う
な
れ
ば

「
新
た
な
原
子
力
技
術
パ
ラ
ダ
イ
ム
」

に
の
っ
と
っ
た
特
性
を
具
備
し
た
上
で
、

社
会
に
恒
常
的
に
受
け
入
れ
ら
れ
て
い

く
必
要
が
あ
る
。

　

原
子
力
発
電
設
備
容
量
を
維
持
し
て

い
く
上
で
は
、
21
世
紀
後
半
か
ら
は
高

速
増
殖
炉
（
Ｆ
Ｂ
Ｒ
）
を
導
入
し
、
か

つ
、
円
滑
な
核
燃
料
サ
イ
ク
ル
を
実
現

し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
で
は
、

そ
の
よ
う
な
技
術
パ
ラ
ダ
イ
ム
と
し
て

何
が
求
め
ら
れ
、
現
行
の
技
術
開
発
を

通
じ
て
ど
の
よ
う
な
原
子
力
技
術
体
系

を
目
指
し
て
い
く
べ
き
で
あ
ろ
う
か
。

大
量
を
示
す
が
、
年
平
均
１
・
０
〜
１
・

５
Ｇ
Ｗ
の
恒
常
的
な
建
設
が
必
要
で
あ

る
。
仮
に
、
図
‐
１
に
示
す
必
要
条
件

の
欠
落
が
あ
る
と
、
こ
の
必
要
建
設
ペ

ー
ス
が
大
き
く
減
速
す
る
可
能
性
が
高

い
。
さ
ら
に
言
え
ば
、
基
準
を
超
え
る

放
射
性
物
質
が
環
境
中
に
放
出
さ
れ
る

よ
う
な
事
故
が
国
内
外
を
問
わ
ず
発
生

し
た
場
合
、
あ
る
い
は
、
国
際
的
な
核

物
質
管
理
体
制
が
確
立
で
き
な
い
場
合

は
、
原
子
力
は
低
炭
素
社
会
を
支
え
る

主
役
と
は
な
り
得
な
い
可
能
性
が
高
い
。

　

以
下
で
は
、
こ
う
し
た
必
要
条
件
が

達
成
さ
れ
て
い
る
こ
と
（
達
成
し
な
け

れ
ば
い
け
な
い
こ
と
で
あ
る
）
を
前
提

と
し
て
、
50
年
段
階
以
降
の
原
子
力
利

用
の
姿
に
つ
い
て
述
べ
る
。

　

原
子
力
施
設
で
の
具
体
的
な
安
全
対

策
や
目
指
す
べ
き
定
量
的
な
目
標
、
そ

し
て
そ
の
定
量
評
価
の
方
法
は
、
運
転

経
験
、
研
究
開
発
を
通
し
た
評
価
技
術

の
進
展
、
計
算
機
性
能
の
飛
躍
的
進
歩

な
ど
に
よ
り
改
良
さ
れ
、
か
つ
、
精
度

の
高
い
も
の
と
な
っ
て
き
て
い
る
。
こ

あ
る
。
図
‐
１
に
国
際
情
勢
を
含
め
た

状
況
を
ま
と
め
る
。
い
ず
れ
も
確
実
な

も
の
に
す
る
こ
と
は
容
易
な
こ
と
で
は

な
い
が
、
地
道
で
不
断
の
努
力
を
行
う

こ
と
で
こ
れ
ら
を
同
時
に
達
成
し
て
い

く
こ
と
は
決
し
て
不
可
能
で
は
な
い
。　

図
‐
２
に
、
原
子
力
立
国
計
画
ベ
ー
ス

の
60
Ｇ
Ｗ
な
い
し
は
Ｃ
Ｏ
２

60
%
削
減

シ
ナ
リ
オ
の
90
Ｇ
Ｗ
を
維
持
す
る
た
め

の
リ
プ
レ
ー
ス
と
新
設
の
必
要
設
備
増

さ
ら
に
そ
の
た
め
に
は
、
現
状
の
技
術

開
発
戦
略
は
ど
の
よ
う
な
方
向
性
を
指

向
す
べ
き
で
あ
ろ
う
か
。

（
2
）
2
0
5
0
年
段
階
で
求
め
ら
れ

る
原
子
力
利
用
の
姿

　

本
連
載
の
第
５
回
で
指
摘
し
た
諸
課

題
で
あ
る
「
既
設
炉
の
活
用
」「
新
規

炉
の
着
実
な
建
設
」
と
「
核
燃
料
サ
イ

ク
ル
の
確
立
」
は
、
50
年
段
階
の
目
標

を
達
成
す
る
た
め
の
「
必
要
条
件
」
で

図-1 原子力発電の持続的継続に求められる2050年段階での必要
条件

複合発電
汽力発電

0

5

10

15

20

軽水炉増設
（80年寿命）

2030

15 14 16

軽水炉
リプレ－ス

6 5

30

60

4 15 14

2050 2070 2090 （年）

単位
（GW）

FBR建設

図-2 60GWまたは90GWを維持するために
必要な発電設備増大量
60GW、90GWにかかわらず、FBRは2050年以降年間平均
1.0GWのペースで建設が必要。
軽水炉リプレース需要は約30GW。90GW達成するためには
30GWの増設が必要。早期に増設を進めたとして、20年間で
約60GWの軽水炉建設が必要である。

連載◎「電気で温暖化防止に挑戦」

小林広昭
電力中央研究所 原子力技術研究
所 上席研究員 軽水炉からFBR
への移行期サイクル諸量評価に
従事。

坂村義治
電力中央研究所 原子力技術研究
所 上席研究員乾式再処理技術の
開発研究に従事。

北島庄一
電力中央研究所 原子力技術研究
所 上席研究員 軽水炉の燃料挙動
の評価、被覆管の腐食・水素化に
かかわる研究に従事。

植田伸幸
電力中央研究所 原子力技術研究
所 上席研究員 原子炉システム安
全領域リーダー、工学博士。原子
炉システムの安全設計・評価の研
究、特に、金属燃料ＦＢＲの安全研
究に従事。

運転経験と科学技術の最新知見を
遅滞なく的確に取り込んだ設計と安全規制。
原子力利用の透明性と効率性の向上

● 多くの国の原子力発電所で、「安全文化」に基づいた高
い水準の運転管理が行われ、重篤な事故が発生してい
ない（安全性の確保）。

● 核の不当な軍事炉用が検知・防止できる国際的な活動
が可能であり、平和利用の体制が確立している（核拡
散防止）。

● 原子力利用による経済効果と環境保全の恩恵を、現在
の途上国を含む多くの国の国民が実感している。

国際的な状況

● 順調なリプレース・新
設による発電容量の維
持。

● リスク情報を活用した
プラント運転管理と耐
震安全性の確保。

国内軽水炉
● FBRサイクルに向け
て、軽水炉燃料再処理
事業の実現。

● 高レベル廃棄物処分事
業の実現。

核燃料サイクル 1
原
子
力
発
電
が
低
炭
素

社
会
を
担
い
続
け
る
た

め
に

2
Ｆ
Ｂ
Ｒ
サ
イ
ク
ル
時
代

に
求
め
ら
れ
る
要
件

低
炭
素
社
会
を

持
続
さ
せ
る

原
子
力
発
電

第8回

電
力
中
央
研
究
所
「
電
気
と
環
境
の
フ
ォ
ー
ラ
ム
」
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連載◎「電気で温暖化防止に挑戦」

第8回 「低炭素社会を持続させる原子力発電」

う
し
た
進
展
に
伴
い
、
規
制
側
は
安
全

規
制
体
系
を
見
直
す
と
と
も
に
、
並
行

し
て
事
業
者
も
運
用
の
高
度
化
を
図
っ

て
い
る
。
ま
た
、
Ｆ
Ｂ
Ｒ
サ
イ
ク
ル
よ

る
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
（
Ｐ
ｕ
）
利
用
が
本

格
化
し
て
核
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
世
界
的
に

利
用
さ
れ
る
社
会
で
は
、
国
際
政
治
的

体
制
に
加
え
、
そ
れ
を
保
障
す
る
技
術

が
求
め
ら
れ
る
。

　

50
年
以
降
も
低
炭
素
社
会
を
維
持
す

る
上
で
原
子
力
技
術
に
求
め
ら
れ
る
要

件
を
表
‐
１
に
ま
と
め
る
。

（
1
） 
科
学
的
合
理
性
に
基
づ
く
設
計
と

安
全
審
査

　

将
来
に
わ
た
っ
て
原
子
力
発
電
が
低

炭
素
社
会
を
持
続
的
に
支
え
る
上
で
、

安
全
確
保
方
策
の
科
学
的
合
理
性
を
高

め
て
い
く
努
力
を
続
け
る
べ
き
と
考
え
る
。

　

近
年
米
国
で
は
、
審
査
時
の
安
全
評

価
に
影
響
を
与
え
な
い
範
囲
で
保
全
活

動
を
合
理
化
す
る
方
策
の
規
制
判
断
に

リ
ス
ク
情
報
（
注
１
）
が
参
照
さ
れ
て

お
り
、
わ
が
国
で
も
そ
の
実
現
に
向
け

た
活
動
が
産
官
学
で
進
め
ら
れ
て
い
る
。

ま
た
、
改
訂
さ
れ
た
耐
震
設
計
審
査
指

針
[1]
に
お
い
て
、
設
計
地
震
動
を
超
え

た
領
域
で
の
潜
在
的
リ
ス
ク
を
、
地
震

Ｐ
Ｓ
Ａ
（
確
率
論
的
安
全
評
価
）
に
よ

る
「
残
余
の
リ
ス
ク
」
と
し
て
評
価
し
、

実
行
可
能
な
限
り
合
理
的
に
こ
れ
を
小

さ
く
す
る
努
力
が
求
め
ら
れ
て
い
る
が
、

こ
れ
は
リ
ス
ク
を
指
標
と
し
て
安
全
性

を
管
理
す
る
ひ
と
つ
の
具
体
的
な
方
向

性
で
あ
る
。

　

50
年
段
階
で
は
、
国
際
標
準
化
さ
れ

た
指
標
の
下
、
リ
ス
ク
情
報
の
活
用
は

現
在
の
活
動
の
延
長
と
し
て
十
分
に
定

着
し
て
い
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
が
、

継
続
的
に
評
価
体
系
が
内
包
す
る
不
確

か
さ
を
よ
り
精
度
よ
く
把
握
す
る
努
力

が
求
め
ら
れ
る
。
そ
し
て
、
定
量
的
な

安
全
目
標
（
リ
ス
ク
目
標
）
を
指
標
と

し
た
安
全
確
保
方
策
を
構
築
す
る
こ
と

に
よ
り
一
層
の
科
学
的
合
理
性
が
得
ら

れ
る
も
の
と
考
え
る
。

（
2
） 

受
動
的
安
全
シ
ス
テ
ム
の
導
入

　

次
世
代
軽
水
炉
で
は
国
際
競
争
力
を

持
た
せ
る
意
味
で
、
現
行
炉
に
比
較
し

て
一
桁
以
上
低
い
炉
心
損
傷
確
率
を
達

成
す
る
設
計
が
採
用
さ
れ
る
傾
向
に
あ

る
。
例
え
ば
、
米
国
で
型
式
認
定
を
取

得
し
て
い
る
Ａ
Ｐ
‐
１
０
０
０
（
注
２
）

の
安
全
系
で
は
、
基
本
的
に
非
常
用
電

源
に
よ
る
動
力
を
必
要
と
せ
ず
、
自
然

循
環
や
重
力
を
駆
動
源
と
す
る
受
動
的

安
全
シ
ス
テ
ム
を
採
用
し
て
い
る
。
現

在
進
め
ら
れ
て
い
る
「
日
本
型
次
世
代

軽
水
炉
」
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
要
素
技
術

の
開
発
と
し
て
設
定
し
て
い
る
６
つ
の

コ
ア
コ
ン
セ
プ
ト
に
お
い
て
も
、
免
震

設
計
、
能
動
的
系
統
と
受
動
的
シ
ス
テ

ム
の
最
適
組
み
合
わ
せ
、
プ
ラ
ン
ト
デ

ジ
タ
ル
化
技
術
が
、
上
記
の
方
向
性
で

設
定
さ
れ
て
い
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

　

08
年
５
月
に
、米
国
Ｎ
Ｒ
Ｃ（N

uclear 
R
egulatory C

om
m
ission

）
は
、

〝R
eg
u
lation of A

d
v
an
ced 

N
uclear Pow

er Plants; D
raft 

S
ta
te
m
e
n
t o
f P

o
lic
y

〞

（73FR26349

）
を
発
表
し
た
。
そ
の
内

容
は
、
新
型
炉
に
お
い
て
は
、
固
有
の
な

い
し
は
受
動
的
な
手
段
を
用
い
て
、
運
転

員
の
負
荷
を
軽
減
す
る
長
い
時
間
裕
度
と

高
い
信
頼
性
を
持
ち
、
簡
素
化
さ
れ
て
保

全
が
容
易
な
安
全
系
を
要
求
し
て
い
る
。

（
3
）
環
境
負
荷
の
低
減
と
自
立
し
た

燃
料
供
給

　

原
子
力
発
電
を
拡
大
す
る
こ
と
に
伴

い
放
射
性
廃
棄
物
も
増
大
す
る
こ
と
と

な
り
、
そ
れ
に
よ
る
環
境
へ
の
影
響
を

低
減
す
る
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
原
子

力
発
電
を
安
定
し
て
持
続
さ
せ
る
た
め

に
は
、
準
国
産
資
源
で
あ
る
Ｐ
ｕ
を
利

用
す
る
こ
と
で
ウ
ラ
ン
資
源
に
過
度
に

頼
ら
な
い
核
燃
料
サ
イ
ク
ル
を
国
産
技

術
で
確
立
す
る
こ
と
も
必
要
で
あ
る
。

　

環
境
負
荷
を
抑
え
る
た
め
に
は
、
放

射
性
廃
棄
物
の
量
（
環
境
負
荷
へ
の
影

響
度
を
指
標
と
し
た
量
）
を
低
減
す
る

こ
と
と
、
管
理
、
閉
じ
込
め
、
な
い
し

は
固
定
化
す
る
こ
と
で
あ
る
。
使
用
済

み
燃
料
発
生
量
の
削
減
も
貯
蔵
負
荷
を

下
げ
る
と
い
う
面
で
重
要
と
い
え
る
。

こ
れ
に
は
燃
料
の
高
燃
焼
度
化
を
図
る

こ
と
が
有
効
で
あ
る
。

　

放
射
性
廃
棄
物
の
環
境
負
荷
影
響
度

の
高
い
も
の
に
、
核
分
裂
に
伴
っ
て
発

生
し
、
長
期
間
発
熱
す
る
マ
イ
ナ
ー
ア

ク
チ
ニ
ド
（
Ｍ
Ａ
）
元
素
群
（
Ｎ
ｐ
、

Ａ
ｍ
、
Ｃ
ｍ
な
ど
）
が
あ
る
。
再
処
理

に
よ
り
発
生
す
る
高
レ
ベ
ル
廃
棄
物
の

処
分
場
面
積
は
使
用
済
み
燃
料
を
直
接

処
分
し
た
場
合
に
比
べ
小
さ
い
が
、
長

期
的
に
原
子
力
発
電
を
維
持
し
て
い
く

上
で
は
、
さ
ら
な
る
処
分
負
荷
の
低
減

が
必
要
で
あ
る
。

　

必
要
な
処
分
場
面
積
は
、
廃
棄
物
の

発
熱
量
が
大
き
く
影
響
す
る
。
現
行
の

再
処
理
に
お
い
て
高
レ
ベ
ル
廃
棄
物
と

し
て
核
分
裂
生
成
物
（
Ｆ
Ｐ
）
と
一
括

処
分
さ
れ
る
Ｍ
Ａ
の
回
収
・
再
利
用
が
、

今
後
の
再
処
理
技
術
の
開
発
に
お
け
る

重
要
な
ポ
イ
ン
ト
と
な
る
。
す
な
わ
ち
、

現
行
軽
水
炉
の
核
燃
料
サ
イ
ク
ル
と
の

技
術
的
整
合
性
を
有
す
る
、
Ｍ
Ａ
リ
サ

イ
ク
ル
シ
ス
テ
ム
を
含
む
Ｆ
Ｂ
Ｒ
サ
イ

ク
ル
技
術
を
実
現
す
る
こ
と
に
よ
り
環

境
負
荷
の
低
減
が
実
現
で
き
る（
図
‐
３
）。

　

使
用
済
み
燃
料
の
再
処
理
は
、
資
源

の
有
効
活
用
面
で
も
重
要
で
あ
る
。
特

に
プ
ル
サ
ー
マ
ル
の
実
施
は
、
Ｐ
ｕ
を

含
有
す
る
燃
料
の
製
造
・
取
り
扱
い
を

通
じ
、
将
来
的
な
Ｆ
Ｂ
Ｒ
利
用
に
向
け

た
貴
重
な
技
術
を
蓄
積
し
て
い
く
こ
と

に
も
つ
な
が
る
。
Ｆ
Ｂ
Ｒ
は
ウ
ラ
ン
資

源
の
消
費
量
を
現
行
の
数
十
分
の
１
に

減
少
さ
せ
る
、
原
子
力
発
電
の
理
想
的

な
形
態
の
ひ
と
つ
で
あ
る
。

（
4
）　

核
拡
散
抵
抗
性
の
極
大
化

　

Ｉ
Ａ
Ｅ
Ａ
（International 

A
tom
ic Energy A

gency

）
に
よ
る

核
査
察
体
制
や
核
拡
散
防
止
条
約
と
い
っ

た
、
核
の
軍
事
転
用
を
抑
止
す
る
国
際
政

治
シ
ス
テ
ム
を
確
立
す
る
一
方
、
技
術
的

に
核
兵
器
へ
の
転
用
が
著
し
く
困
難
な
燃

料
サ
イ
ク
ル
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る
こ
と

が
必
要
で
あ
る
。

　

こ
れ
ま
で
に
も
核
転
用
を
抑
制
す
る
サ

イ
ク
ル
シ
ス
テ
ム
が
提
案
さ
れ
て
い
る
。

基
本
的
に
は
、
核
兵
器
と
し
て
の
核
的
性

能
に
至
ら
ぬ
よ
う
な
不
純
物
や
、
取
扱
い

が
困
難
な
強
い
放
射
能
を
持
っ
た
不
純
物

が
必
然
的
に
混
ざ
る
サ
イ
ク
ル
シ
ス
テ
ム

を
構
築
す
る
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ
を
世
界

標
準
技
術
と
す
る
こ
と
に
よ
り
、
核
拡
散

抵
抗
性
の
極
大
化
に
つ
な
が
る
。

（
1
）
受
動
的
安
全
シ
ス
テ
ム
を
導
入

し
た
F
B
R

　

電
力
中
央
研
究
所
（
以
下
、
電
中
研
）

の
将
来
炉
の
研
究
開
発
で
は
、
例
え
ば
、

東
芝
と
１
９
８
８
年
よ
り
設
計
研
究
を
進

め
て
き
た
ナ
ト
リ
ウ
ム
冷
却
小
型
高
速
炉

４
Ｓ
（Super-Safe

、Sm
all and 

Sim
ple

）
が
あ
る
。
４
Ｓ
と
は
、
電
気

出
力
１
万
ｋ
Ｗ
、
30
年
間
燃
料
無
交
換
の

ナ
ト
リ
ウ
ム
冷
却
高
速
炉
（
金
属
燃
料
炉

心
）
で
あ
る
。
そ
の
設
計
具
体
化
の
際
の

設
計
思
想
と
し
て
、
①
受
動
的
シ
ス
テ
ム

に
よ
る
安
全
性
の
確
保
と
シ
ビ
ア
ア
ク
シ

40

50

60

70

80

90

100

1990 1995 2000 2005 （年）

設
備
利
用
率
（
％
）

0 50 100 150 200

ガソリン車

HEV

EV

PHEV
（4kWh）

発電電力量あたりの占有面積（m2/GWy）
0 1000 2000 3000 4000 5000 6000 7000

196gCO2/km

124gCO2/km

49gCO2/km

96gCO2/km

1. LWR（直接処分）

2. LWR

3. LWR（MAリサイクルあり）

4. プルサーマル
5. プルサーマル

（MAリサイクルあり）
6. FBR

7. FBR（Npリサイクルあり）

8. FBR（MAリサイクルあり）

米国

日本

図-3 処分場の廃棄体定置面積
（発電電力量あたり：硬岩・横置き）

表-1 将来技術に求められる要件
（番号は以下の節に対応）

3
将
来
の
原
子
力
技
術
体

系
の
実
現
に
向
け
て

（原子力委員会　研究開発専門部会　分離変換技術検討会　会議資料第1-3-2号）

要件項目

①
科学的合理性に
基づく設計と
安全審査

国際標準化された指針類による安全審査の
効率化と透明性の確保

② 受動的安全システム
の導入

信頼性の向上、安全確保方策の簡素化、
シビアアクシデントの防止

③ 環境負荷の低減と
自立した燃料供給

発生エネルギーあたりの核燃料の量の極小
化
発生廃棄物の質的改善

④ 核拡散抵抗性の
極大化

核の転用を未然に防止

内　容
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連載◎「電気で温暖化防止に挑戦」

第8回 「低炭素社会を持続させる原子力発電」

う
し
た
進
展
に
伴
い
、
規
制
側
は
安
全

規
制
体
系
を
見
直
す
と
と
も
に
、
並
行

し
て
事
業
者
も
運
用
の
高
度
化
を
図
っ

て
い
る
。
ま
た
、
Ｆ
Ｂ
Ｒ
サ
イ
ク
ル
よ

る
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
（
Ｐ
ｕ
）
利
用
が
本

格
化
し
て
核
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
世
界
的
に

利
用
さ
れ
る
社
会
で
は
、
国
際
政
治
的

体
制
に
加
え
、
そ
れ
を
保
障
す
る
技
術

が
求
め
ら
れ
る
。

　

50
年
以
降
も
低
炭
素
社
会
を
維
持
す

る
上
で
原
子
力
技
術
に
求
め
ら
れ
る
要

件
を
表
‐
１
に
ま
と
め
る
。

（
1
） 

科
学
的
合
理
性
に
基
づ
く
設
計
と

安
全
審
査

　

将
来
に
わ
た
っ
て
原
子
力
発
電
が
低

炭
素
社
会
を
持
続
的
に
支
え
る
上
で
、

安
全
確
保
方
策
の
科
学
的
合
理
性
を
高

め
て
い
く
努
力
を
続
け
る
べ
き
と
考
え
る
。

　

近
年
米
国
で
は
、
審
査
時
の
安
全
評

価
に
影
響
を
与
え
な
い
範
囲
で
保
全
活

動
を
合
理
化
す
る
方
策
の
規
制
判
断
に

リ
ス
ク
情
報
（
注
１
）
が
参
照
さ
れ
て

お
り
、
わ
が
国
で
も
そ
の
実
現
に
向
け

た
活
動
が
産
官
学
で
進
め
ら
れ
て
い
る
。

ま
た
、
改
訂
さ
れ
た
耐
震
設
計
審
査
指

針
[1]
に
お
い
て
、
設
計
地
震
動
を
超
え

た
領
域
で
の
潜
在
的
リ
ス
ク
を
、
地
震

Ｐ
Ｓ
Ａ
（
確
率
論
的
安
全
評
価
）
に
よ

る
「
残
余
の
リ
ス
ク
」
と
し
て
評
価
し
、

実
行
可
能
な
限
り
合
理
的
に
こ
れ
を
小

さ
く
す
る
努
力
が
求
め
ら
れ
て
い
る
が
、

こ
れ
は
リ
ス
ク
を
指
標
と
し
て
安
全
性

を
管
理
す
る
ひ
と
つ
の
具
体
的
な
方
向

性
で
あ
る
。

　

50
年
段
階
で
は
、
国
際
標
準
化
さ
れ

た
指
標
の
下
、
リ
ス
ク
情
報
の
活
用
は

現
在
の
活
動
の
延
長
と
し
て
十
分
に
定

着
し
て
い
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
が
、

継
続
的
に
評
価
体
系
が
内
包
す
る
不
確

か
さ
を
よ
り
精
度
よ
く
把
握
す
る
努
力

が
求
め
ら
れ
る
。
そ
し
て
、
定
量
的
な

安
全
目
標
（
リ
ス
ク
目
標
）
を
指
標
と

し
た
安
全
確
保
方
策
を
構
築
す
る
こ
と

に
よ
り
一
層
の
科
学
的
合
理
性
が
得
ら

れ
る
も
の
と
考
え
る
。

（
2
） 

受
動
的
安
全
シ
ス
テ
ム
の
導
入

　

次
世
代
軽
水
炉
で
は
国
際
競
争
力
を

持
た
せ
る
意
味
で
、
現
行
炉
に
比
較
し

て
一
桁
以
上
低
い
炉
心
損
傷
確
率
を
達

成
す
る
設
計
が
採
用
さ
れ
る
傾
向
に
あ

る
。
例
え
ば
、
米
国
で
型
式
認
定
を
取

得
し
て
い
る
Ａ
Ｐ
‐
１
０
０
０
（
注
２
）

の
安
全
系
で
は
、
基
本
的
に
非
常
用
電

源
に
よ
る
動
力
を
必
要
と
せ
ず
、
自
然

循
環
や
重
力
を
駆
動
源
と
す
る
受
動
的

安
全
シ
ス
テ
ム
を
採
用
し
て
い
る
。
現

在
進
め
ら
れ
て
い
る
「
日
本
型
次
世
代

軽
水
炉
」
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
要
素
技
術

の
開
発
と
し
て
設
定
し
て
い
る
６
つ
の

コ
ア
コ
ン
セ
プ
ト
に
お
い
て
も
、
免
震

設
計
、
能
動
的
系
統
と
受
動
的
シ
ス
テ

ム
の
最
適
組
み
合
わ
せ
、
プ
ラ
ン
ト
デ

ジ
タ
ル
化
技
術
が
、
上
記
の
方
向
性
で

設
定
さ
れ
て
い
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

　

08
年
５
月
に
、米
国
Ｎ
Ｒ
Ｃ（N

uclear 
R
egulatory C

om
m
ission

）
は
、

〝R
eg
u
lation of A

d
v
an
ced 

N
uclear Pow

er Plants; D
raft 

S
ta
te
m
e
n
t o
f P

o
lic
y

〞

（73FR26349

）
を
発
表
し
た
。
そ
の
内

容
は
、
新
型
炉
に
お
い
て
は
、
固
有
の
な

い
し
は
受
動
的
な
手
段
を
用
い
て
、
運
転

員
の
負
荷
を
軽
減
す
る
長
い
時
間
裕
度
と

高
い
信
頼
性
を
持
ち
、
簡
素
化
さ
れ
て
保

全
が
容
易
な
安
全
系
を
要
求
し
て
い
る
。

（
3
）
環
境
負
荷
の
低
減
と
自
立
し
た

燃
料
供
給

　

原
子
力
発
電
を
拡
大
す
る
こ
と
に
伴

い
放
射
性
廃
棄
物
も
増
大
す
る
こ
と
と

な
り
、
そ
れ
に
よ
る
環
境
へ
の
影
響
を

低
減
す
る
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
原
子

力
発
電
を
安
定
し
て
持
続
さ
せ
る
た
め

に
は
、
準
国
産
資
源
で
あ
る
Ｐ
ｕ
を
利

用
す
る
こ
と
で
ウ
ラ
ン
資
源
に
過
度
に

頼
ら
な
い
核
燃
料
サ
イ
ク
ル
を
国
産
技

術
で
確
立
す
る
こ
と
も
必
要
で
あ
る
。

　

環
境
負
荷
を
抑
え
る
た
め
に
は
、
放

射
性
廃
棄
物
の
量
（
環
境
負
荷
へ
の
影

響
度
を
指
標
と
し
た
量
）
を
低
減
す
る

こ
と
と
、
管
理
、
閉
じ
込
め
、
な
い
し

は
固
定
化
す
る
こ
と
で
あ
る
。
使
用
済

み
燃
料
発
生
量
の
削
減
も
貯
蔵
負
荷
を

下
げ
る
と
い
う
面
で
重
要
と
い
え
る
。

こ
れ
に
は
燃
料
の
高
燃
焼
度
化
を
図
る

こ
と
が
有
効
で
あ
る
。

　

放
射
性
廃
棄
物
の
環
境
負
荷
影
響
度

の
高
い
も
の
に
、
核
分
裂
に
伴
っ
て
発

生
し
、
長
期
間
発
熱
す
る
マ
イ
ナ
ー
ア

ク
チ
ニ
ド
（
Ｍ
Ａ
）
元
素
群
（
Ｎ
ｐ
、

Ａ
ｍ
、
Ｃ
ｍ
な
ど
）
が
あ
る
。
再
処
理

に
よ
り
発
生
す
る
高
レ
ベ
ル
廃
棄
物
の

処
分
場
面
積
は
使
用
済
み
燃
料
を
直
接

処
分
し
た
場
合
に
比
べ
小
さ
い
が
、
長

期
的
に
原
子
力
発
電
を
維
持
し
て
い
く

上
で
は
、
さ
ら
な
る
処
分
負
荷
の
低
減

が
必
要
で
あ
る
。

　

必
要
な
処
分
場
面
積
は
、
廃
棄
物
の

発
熱
量
が
大
き
く
影
響
す
る
。
現
行
の

再
処
理
に
お
い
て
高
レ
ベ
ル
廃
棄
物
と

し
て
核
分
裂
生
成
物
（
Ｆ
Ｐ
）
と
一
括

処
分
さ
れ
る
Ｍ
Ａ
の
回
収
・
再
利
用
が
、

今
後
の
再
処
理
技
術
の
開
発
に
お
け
る

重
要
な
ポ
イ
ン
ト
と
な
る
。
す
な
わ
ち
、

現
行
軽
水
炉
の
核
燃
料
サ
イ
ク
ル
と
の

技
術
的
整
合
性
を
有
す
る
、
Ｍ
Ａ
リ
サ

イ
ク
ル
シ
ス
テ
ム
を
含
む
Ｆ
Ｂ
Ｒ
サ
イ

ク
ル
技
術
を
実
現
す
る
こ
と
に
よ
り
環

境
負
荷
の
低
減
が
実
現
で
き
る（
図
‐
３
）。

　

使
用
済
み
燃
料
の
再
処
理
は
、
資
源

の
有
効
活
用
面
で
も
重
要
で
あ
る
。
特

に
プ
ル
サ
ー
マ
ル
の
実
施
は
、
Ｐ
ｕ
を

含
有
す
る
燃
料
の
製
造
・
取
り
扱
い
を

通
じ
、
将
来
的
な
Ｆ
Ｂ
Ｒ
利
用
に
向
け

た
貴
重
な
技
術
を
蓄
積
し
て
い
く
こ
と

に
も
つ
な
が
る
。
Ｆ
Ｂ
Ｒ
は
ウ
ラ
ン
資

源
の
消
費
量
を
現
行
の
数
十
分
の
１
に

減
少
さ
せ
る
、
原
子
力
発
電
の
理
想
的

な
形
態
の
ひ
と
つ
で
あ
る
。

（
4
）　

核
拡
散
抵
抗
性
の
極
大
化

　

Ｉ
Ａ
Ｅ
Ａ
（International 

A
tom
ic Energy A

gency

）
に
よ
る

核
査
察
体
制
や
核
拡
散
防
止
条
約
と
い
っ

た
、
核
の
軍
事
転
用
を
抑
止
す
る
国
際
政

治
シ
ス
テ
ム
を
確
立
す
る
一
方
、
技
術
的

に
核
兵
器
へ
の
転
用
が
著
し
く
困
難
な
燃

料
サ
イ
ク
ル
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る
こ
と

が
必
要
で
あ
る
。

　

こ
れ
ま
で
に
も
核
転
用
を
抑
制
す
る
サ

イ
ク
ル
シ
ス
テ
ム
が
提
案
さ
れ
て
い
る
。

基
本
的
に
は
、
核
兵
器
と
し
て
の
核
的
性

能
に
至
ら
ぬ
よ
う
な
不
純
物
や
、
取
扱
い

が
困
難
な
強
い
放
射
能
を
持
っ
た
不
純
物

が
必
然
的
に
混
ざ
る
サ
イ
ク
ル
シ
ス
テ
ム

を
構
築
す
る
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ
を
世
界

標
準
技
術
と
す
る
こ
と
に
よ
り
、
核
拡
散

抵
抗
性
の
極
大
化
に
つ
な
が
る
。

（
1
）
受
動
的
安
全
シ
ス
テ
ム
を
導
入

し
た
F
B
R

　

電
力
中
央
研
究
所
（
以
下
、
電
中
研
）

の
将
来
炉
の
研
究
開
発
で
は
、
例
え
ば
、

東
芝
と
１
９
８
８
年
よ
り
設
計
研
究
を
進

め
て
き
た
ナ
ト
リ
ウ
ム
冷
却
小
型
高
速
炉

４
Ｓ
（Super-Safe

、Sm
all and 

Sim
ple

）
が
あ
る
。
４
Ｓ
と
は
、
電
気

出
力
１
万
ｋ
Ｗ
、
30
年
間
燃
料
無
交
換
の

ナ
ト
リ
ウ
ム
冷
却
高
速
炉
（
金
属
燃
料
炉

心
）
で
あ
る
。
そ
の
設
計
具
体
化
の
際
の

設
計
思
想
と
し
て
、
①
受
動
的
シ
ス
テ
ム

に
よ
る
安
全
性
の
確
保
と
シ
ビ
ア
ア
ク
シ

40

50
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80
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100

1990 1995 2000 2005 （年）

設
備
利
用
率
（
％
）

0 50 100 150 200

ガソリン車

HEV

EV

PHEV
（4kWh）

発電電力量あたりの占有面積（m2/GWy）
0 1000 2000 3000 4000 5000 6000 7000

196gCO2/km

124gCO2/km

49gCO2/km

96gCO2/km

1. LWR（直接処分）

2. LWR

3. LWR（MAリサイクルあり）

4. プルサーマル
5. プルサーマル

（MAリサイクルあり）
6. FBR

7. FBR（Npリサイクルあり）

8. FBR（MAリサイクルあり）

米国

日本

図-3 処分場の廃棄体定置面積
（発電電力量あたり：硬岩・横置き）

表-1 将来技術に求められる要件
（番号は以下の節に対応）

3
将
来
の
原
子
力
技
術
体

系
の
実
現
に
向
け
て

（原子力委員会　研究開発専門部会　分離変換技術検討会　会議資料第1-3-2号）

要件項目

①
科学的合理性に
基づく設計と
安全審査

国際標準化された指針類による安全審査の
効率化と透明性の確保

② 受動的安全システム
の導入

信頼性の向上、安全確保方策の簡素化、
シビアアクシデントの防止

③ 環境負荷の低減と
自立した燃料供給

発生エネルギーあたりの核燃料の量の極小
化
発生廃棄物の質的改善

④ 核拡散抵抗性の
極大化

核の転用を未然に防止

内　容
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デ
ン
ト
の
回
避
、
②
原
子
炉
内
か
ら
動
的

機
器
を
排
除
し
た
信
頼
性
の
確
保
、
③
免

震
設
計
に
よ
る
設
計
の
標
準
化
―
―
な
ど

を
設
定
し
た
。
07
年
10
月
よ
り
、
東
芝
を

代
表
者
と
し
て
４
Ｓ
の
米
国
Ｎ
Ｒ
Ｃ

（N
u
c
le
a
r R

e
g
u
la
to
r
y 

Com
m
ission

）
へ
の
事
前
申
請
（Pre-

A
pplication Review

）
を
行
っ
て
い

る
。
審
査
の
公
聴
会
に
お
い
て
、
４
Ｓ
の

設
計
思
想
は
先
に
示
し
た
Ｎ
Ｒ
Ｃ
の
要
求

に
合
致
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
が
理
解
さ

れ
た
。

　

受
動
的
安
全
シ
ス
テ
ム
と
し
て
、
４
Ｓ

で
は
崩
壊
熱
除
去
シ
ス
テ
ム
に
自
然
循
環

を
採
用
し
て
い
る
。
事
前
申
請
で
は
、
Ｎ

Ｒ
Ｃ
の
一
般
設
計
規
則
（
Ｇ
Ｄ
Ｃ
：

General D
esign Criteria

）
に
沿
っ

て
高
速
炉
４
Ｓ
に
適
合
す
る
指
針
を
作
成

す
る
と
と
も
に
、
今
後
の
開
発
課
題
の
同

定
を
目
的
と
し
て
、
国
内
外
の
５
人
の
専

門
家
に
よ
る
Ｐ
Ｉ
Ｒ
Ｔ
（Phenom

ena 
Identification and R

anking 
T
able

）
を
実
施
し
て
Ｎ
Ｒ
Ｃ
へ
提
示
し

た
。
Ｐ
Ｉ
Ｒ
Ｔ
と
は
、
評
価
対
象
が
内
包

す
る
現
象
に
優
先
順
位
を
付
け
る
も
の
で

あ
り
、
解
析
コ
ー
ド
の
検
証
や
、
新
型
炉

の
安
全
性
検
証
の
際
に
推
奨
さ
れ
る
。
４

Ｓ
の
Ｐ
Ｉ
Ｒ
Ｔ
で
は
代
表
的
な
過
渡
事
象

の
安
全
評
価
に
か
か
わ
る
現
象
の
影
響
度

合
い
と
、
そ
れ
に
関
す
る
知
見
の
度
合
い

を
同
定
し
た
。
安
全
性
へ
の
影
響
が
高
い

に
も
か
か
わ
ら
ず
知
見
が
少
な
い
現
象
ほ

ど
、研
究
開
発
の
優
先
順
位
が
高
く
な
る
。

４
Ｓ
の
Ｐ
Ｉ
Ｒ
Ｔ
で
は
、
安
全
系
の
自
然

循
環
除
熱
に
か
か
わ
る
現
象
が
ピ
ッ
ク
ア

ッ
プ
さ
れ
、
こ
の
分
野
の
研
究
開
発
が
重

要
で
あ
る
こ
と
を
、
そ
の
結
論
に
至
る
Ｐ

Ｉ
Ｒ
Ｔ
の
プ
ロ
セ
ス
を
含
め
て
事
前
審
査

の
公
聴
会
で
説
明
し
た
。

　

21
世
紀
後
半
か
ら
大
幅
な
導
入
が
期

待
さ
れ
る
Ｆ
Ｂ
Ｒ
の
安
全
評
価
に
お
い

て
も
、
軽
水
炉
の
分
野
で
既
に
確
立
し

て
い
る
で
あ
ろ
う
、
最
適
評
価
コ
ー
ド

を
用
い
た
統
計
的
安
全
評
価
手
法
を
適

用
す
る
こ
と
に
な
る
で
あ
ろ
う
。
統
計

的
安
全
評
価
手
法
は
、
保
守
性
を
合
理

的
に
扱
う
こ
と
に
よ
り
、
安
全
裕
度
を

適
正
化
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
使
用
す
る
解
析
モ
デ

ル
や
入
力
デ
ー
タ
の
不
確
か
さ
が
大
き

い
場
合
に
は
、
そ
の
合
理
化
効
果
に
は

期
待
で
き
な
い
。

　

自
然
循
環
除
熱
に
関
し
て
は
、
極
低

流
速
域
で
の
流
動
特
性
の
把
握
が
重
要

と
さ
れ
て
い
る
が
、
現
状
の
計
測
技
術

で
は
機
構
論
的
な
解
明
は
困
難
と
さ
れ

て
い
る
。
今
後
30
年
間
の
技
術
革
新
を

見
通
し
た
と
き
、
革
新
的
な
計
測
技
術

が
開
発
さ
れ
る
か
、
ま
た
は
、
飛
躍
的

な
計
算
機
技
術
の
進
展
に
よ
る
シ
ミ
ュ

レ
ー
シ
ョ
ン
解
析
を
通
し
て
、
不
確
か

さ
の
極
小
化
が
図
ら
れ
る
の
で
は
な
い

か
と
予
想
す
る
。
楽
観
的
に
過
ぎ
る
か

も
し
れ
な
い
が
、
現
状
の
研
究
開
発
を

積
み
上
げ
長
期
的
に
取
り
組
む
こ
と
で

達
成
で
き
る
も
の
と
考
え
る
。

　

現
在
、
99
年
７
月
か
ら
05
年
度
ま
で
実

施
さ
れ
た
「
Ｆ
Ｂ
Ｒ
サ
イ
ク
ル
実
用
化
調

査
研
究
（
Ｆ
Ｓ
）」
や
「
も
ん
じ
ゅ
」
な

ど
の
成
果
に
基
づ
き
、
実
用
化
に
重
点
を

置
い
た
Ｆ
ａ
Ｃ
Ｔ
（Fast Reactor 

Cycle T
echnology D

evelopm
ent 

Project

：
Ｆ
Ｂ
Ｒ
サ
イ
ク
ル
実
用
化
研

究
開
発
）
研
究
が
07
年
度
よ
り
進
め
ら
れ

て
い
る
。
Ｆ
Ｓ
で
主
概
念
（
注
３
）
と
し

て
選
定
さ
れ
た
Ｆ
Ｂ
Ｒ
シ
ス
テ
ム
（
ナ
ト

リ
ウ
ム
冷
却
１
５
０
万
ｋ
Ｗ
２
ル
ー
プ
シ

ス
テ
ム
）
の
現
設
計
は
強
制
循
環
除
熱
で

あ
る
が
、
自
然
循
環
の
適
用
性
検
討
が
文

部
科
学
省
公
募
研
究
と
し
て
実
施
さ
れ
て

い
る
。

　

今
後
の
別
の
課
題
と
し
て
、
能
動
的
シ

ス
テ
ム
を
対
象
と
し
て
開
発
が
進
め
ら
れ

て
き
た
最
適
評
価
コ
ー
ド
や
Ｐ
Ｓ
Ａ
に
お

け
る
作
動
信
頼
性
を
、
受
動
的
シ
ス
テ
ム

で
定
量
化
す
る
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。
特

に
、
そ
の
性
能
は
温
度
や
圧
力
と
言
っ
た

環
境
に
依
存
す
る
こ
と
か
ら
、
時
間
依
存

性
を
持
た
せ
た
評
価
手
法
の
開
発
も
必
要

で
あ
ろ
う
。
ま
た
、
こ
う
し
た
課
題
解
決

は
、
透
明
性
の
高
い
技
術
評
価
と
そ
れ
に

基
づ
き
策
定
さ
れ
た
研
究
開
発
戦
略
に
従

い
進
め
る
こ
と
は
言
を
俟
た
な
い
。

 

（
2
）
次
世
代
軽
水
炉
の
燃
料
開
発

　

現
行
軽
水
炉
か
ら
Ｆ
Ｂ
Ｒ
へ
の
移
行

期
を
担
う
次
世
代
軽
水
炉
に
は
、
使
用

済
み
燃
料
発
生
量
の
低
減
、
環
境
負
荷

の
低
減
、
経
済
性
の
向
上
、
ウ
ラ
ン
資

源
の
有
効
利
用
、
信
頼
性
の
向
上
な
ど

が
求
め
ら
れ
る
。
こ
れ
ら
の
課
題
を
克

服
す
る
た
め
、
産
官
学
が
一
体
と
な
り
、

軽
水
炉
燃
料
の
高
度
化
に
取
り
組
ん
で

い
る
。

　

将
来
的
な
環
境
負
荷
の
極
小
化
に
向

け
た
通
過
点
と
し
て
、
軽
水
炉
に
お
い

て
も
発
生
エ
ネ
ル
ギ
ー
当
た
り
の
再
処

理
す
る
核
燃
料
の
量
を
最
小
化
す
る
こ

と
、
す
な
わ
ち
、
使
用
済
み
燃
料
発
生

量
の
低
減
の
た
め
に
は
、
現
在
達
成
さ

れ
て
い
る
集
合
体
取
出
最
高
燃
焼
度
55

Ｍ
Ｗ
ｄ
／
ｋ
ｇ
Ｕ
を
超
え
る
高
燃
焼
度

化
が
有
効
で
あ
る
。
70
Ｍ
Ｗ
ｄ
／
ｋ
ｇ

Ｕ
ま
で
燃
焼
度
を
増
加
さ
せ
る
こ
と
に

よ
り
、
現
在
に
比
べ
て
使
用
済
み
燃
料

発
生
量
を
約
30
％
低
減
で
き
る
。

　

高
燃
焼
度
化
に
よ
り
使
用
済
み
燃
料

発
生
量
を
低
減
す
る
こ
と
が
で
き
れ
ば
、

現
在
懸
案
と
な
っ
て
い
る
再
処
理
す
る

ま
で
の
期
間
の
貯
蔵
管
理
の
負
担
軽
減

に
つ
な
が
る
。
さ
ら
に
、
将
来
的
に
は

M
O
X
燃
料
の
高
燃
焼
度
化
に
も
取
り

組
む
必
要
が
あ
る
。

　

ま
た
、
70
Ｍ
Ｗ
ｄ
／
ｋ
ｇ
Ｕ
以
上
の

高
燃
焼
度
を
達
成
す
る
た
め
に
は
、
燃

料
中
の
２
３
５
Ｕ
濃
縮
度
を
現
行
の
制

限
値
を
超
え
る
５
％
以
上
に
す
る
必
要

が
あ
り
、
関
連
す
る
法
体
系
の
整
備
と

そ
れ
に
基
づ
く
燃
料
製
造
ラ
イ
ン
の
対

応
が
急
が
れ
る
。

　

再
処
理
に
よ
り
回
収
し
た
Ｐ
ｕ
は
、

プ
ル
サ
ー
マ
ル
へ
の
利
用
と
同
時
に
Ｆ

Ｂ
Ｒ
の
初
期
装
荷
燃
料
と
し
て
の
役
割

も
持
つ
こ
と
と
な
る
。
50
年
か
ら
Ｆ
Ｂ

Ｒ
を
滞
り
な
く
導
入
す
る
た
め
に
は
、

第
２
再
処
理
工
場
を
建
設
し
、
十
分
な

量
の
Ｐ
ｕ
を
供
給
す
る
必
要
が
あ
る
。

第
２
再
処
理
工
場
は
、
六
ケ
所
再
処
理

工
場
で
は
基
本
的
に
受
け
入
れ
る
こ
と

が
で
き
な
い
使
用
済
み
燃
料
、
す
な
わ

ち
高
燃
焼
度
お
よ
び
Ｍ
Ｏ
Ｘ
の
使
用
済

み
燃
料
を
再
処
理
で
き
る
能
力
を
有
す

る
こ
と
が
要
求
さ
れ
る
。
軽
水
炉
燃
料

の
高
燃
焼
度
化
に
よ
る
使
用
済
み
燃
料

発
生
量
の
低
減
は
、
第
２
再
処
理
工
場

の
コ
ン
パ
ク
ト
化
に
つ
な
が
る
。

（
3
）
M
A
を
閉
じ
込
め
核
拡
散
抵
抗

性
を
有
す
る
乾
式
再
処
理
技
術

　

金
属
燃
料
炉
心
と
乾
式
再
処
理
＋
射

出
製
造
か
ら
成
る
金
属
燃
料
サ
イ
ク
ル

技
術
は
、
安
全
で
経
済
性
に
優
れ
る
こ

と
に
加
え
て
、
表
‐
１
の
③
「
環
境
負

荷
の
低
減
と
自
立
し
た
燃
料
供
給
」
と

④
「
核
拡
散
抵
抗
性
の
極
大
化
」
と
い

う
点
で
高
い
潜
在
能
力
を
持
つ
。

　

こ
の
技
術
の
特
長
は
、
原
子
炉
の
燃

料
と
し
て
も
ん
じ
ゅ
な
ど
で
用
い
ら
れ

て
い
る
酸
化
物
で
は
な
く
、
金
属
を
使

用
し
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
金
属
は
酸

化
物
に
比
べ
て
密
度
が
高
い
こ
と
か
ら
、

原
子
炉
内
の
燃
料
装
荷
量
が
少
な
く
て

済
む
こ
と
、
燃
料
の
増
殖
性
能
が
良
い

こ
と
な
ど
の
特
長
を
有
す
る
。
ま
た
、

中
性
子
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
高
い
こ
と
か

ら
、
Ｍ
Ａ
の
燃
焼
効
率
が
良
い
。

　

金
属
燃
料
の
再
処
理
で
は
、
乾
式
再
処

理
と
呼
ば
れ
る
プ
ロ
セ
ス
が
採
用
さ
れ
て

い
る
。
す
な
わ
ち
、
５
０
０
℃
で
融
解
さ

せ
た
塩
（
溶
融
塩
）
の
中
で
使
用
済
み
燃

料
を
陽
極
と
し
て
電
気
分
解
を
行
う
こ
と

に
よ
り
、
ウ
ラ
ン
と
Ｐ
ｕ
を
陰
極
で
回
収

す
る
。
こ
の
時
、
電
極
で
は
さ
ま
ざ
ま
な

成
分
が
溶
解
あ
る
い
は
析
出
す
る
が
、
そ

の
順
番
は
イ
オ
ン
化
傾
向
に
従
う
。
そ
の

っ
て
回
収
さ
れ
る
こ
と
は
、
乾
式
再
処
理

の
優
れ
た
特
長
で
あ
り
、
一
方
、
Ｐ
ｕ
が

高
い
純
度
で
回
収
さ
れ
な
い
と
い
う
面
か

ら
は
、
核
拡
散
抵
抗
性
が
高
い
こ
と
が
保

障
さ
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
世
界
標
準
要
件

と
な
っ
て
い
る
で
あ
ろ
う
表-
１
の
③
と

④
を
具
備
し
た
再
処
理
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
。

　

図
‐
４
は
、
高
速
炉
で
照
射
し
た
Ｍ

Ａ
添
加
の
金
属
燃
料
の
断
面
写
真
で
、

電
中
研
が
Ｅ
Ｕ
超
ウ
ラ
ン
元
素
研
究
所

（
Ｉ
Ｔ
Ｕ
）
と
共
同
で
実
施
中
の
研
究

図-4 高速炉フェニックスで照射したMA添加金属燃料の断面

性
質
を
う
ま
く

利
用
し
て
、
鉄

陰
極
を
用
い
れ

ば
金
属
ウ
ラ
ン

が
高
純
度
で
回

収
さ
れ
、
液
体

カ
ド
ミ
ウ
ム
陰

極
を
用
い
れ
ば

Ｐ
ｕ
が
ウ
ラ
ン

や
Ｍ
Ａ
と
一
括

し
て
回
収
で
き

る
。

　

特
別
な
プ
ロ

セ
ス
を
付
加
し

な
く
て
も
Ｍ
Ａ

が
Ｐ
ｕ
に
混
ざ
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デ
ン
ト
の
回
避
、
②
原
子
炉
内
か
ら
動
的

機
器
を
排
除
し
た
信
頼
性
の
確
保
、
③
免

震
設
計
に
よ
る
設
計
の
標
準
化
―
―
な
ど

を
設
定
し
た
。
07
年
10
月
よ
り
、
東
芝
を

代
表
者
と
し
て
４
Ｓ
の
米
国
Ｎ
Ｒ
Ｃ

（N
u
c
le
a
r R

e
g
u
la
to
r
y 

Com
m
ission

）
へ
の
事
前
申
請
（Pre-

A
pplication Review

）
を
行
っ
て
い

る
。
審
査
の
公
聴
会
に
お
い
て
、
４
Ｓ
の

設
計
思
想
は
先
に
示
し
た
Ｎ
Ｒ
Ｃ
の
要
求

に
合
致
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
が
理
解
さ

れ
た
。

　

受
動
的
安
全
シ
ス
テ
ム
と
し
て
、
４
Ｓ

で
は
崩
壊
熱
除
去
シ
ス
テ
ム
に
自
然
循
環

を
採
用
し
て
い
る
。
事
前
申
請
で
は
、
Ｎ

Ｒ
Ｃ
の
一
般
設
計
規
則
（
Ｇ
Ｄ
Ｃ
：

General D
esign Criteria

）
に
沿
っ

て
高
速
炉
４
Ｓ
に
適
合
す
る
指
針
を
作
成

す
る
と
と
も
に
、
今
後
の
開
発
課
題
の
同

定
を
目
的
と
し
て
、
国
内
外
の
５
人
の
専

門
家
に
よ
る
Ｐ
Ｉ
Ｒ
Ｔ
（Phenom

ena 
Identification and R

anking 
T
able

）
を
実
施
し
て
Ｎ
Ｒ
Ｃ
へ
提
示
し

た
。
Ｐ
Ｉ
Ｒ
Ｔ
と
は
、
評
価
対
象
が
内
包

す
る
現
象
に
優
先
順
位
を
付
け
る
も
の
で

あ
り
、
解
析
コ
ー
ド
の
検
証
や
、
新
型
炉

の
安
全
性
検
証
の
際
に
推
奨
さ
れ
る
。
４

Ｓ
の
Ｐ
Ｉ
Ｒ
Ｔ
で
は
代
表
的
な
過
渡
事
象

の
安
全
評
価
に
か
か
わ
る
現
象
の
影
響
度

合
い
と
、
そ
れ
に
関
す
る
知
見
の
度
合
い

を
同
定
し
た
。
安
全
性
へ
の
影
響
が
高
い

に
も
か
か
わ
ら
ず
知
見
が
少
な
い
現
象
ほ

ど
、研
究
開
発
の
優
先
順
位
が
高
く
な
る
。

４
Ｓ
の
Ｐ
Ｉ
Ｒ
Ｔ
で
は
、
安
全
系
の
自
然

循
環
除
熱
に
か
か
わ
る
現
象
が
ピ
ッ
ク
ア

ッ
プ
さ
れ
、
こ
の
分
野
の
研
究
開
発
が
重

要
で
あ
る
こ
と
を
、
そ
の
結
論
に
至
る
Ｐ

Ｉ
Ｒ
Ｔ
の
プ
ロ
セ
ス
を
含
め
て
事
前
審
査

の
公
聴
会
で
説
明
し
た
。

　

21
世
紀
後
半
か
ら
大
幅
な
導
入
が
期

待
さ
れ
る
Ｆ
Ｂ
Ｒ
の
安
全
評
価
に
お
い

て
も
、
軽
水
炉
の
分
野
で
既
に
確
立
し

て
い
る
で
あ
ろ
う
、
最
適
評
価
コ
ー
ド

を
用
い
た
統
計
的
安
全
評
価
手
法
を
適

用
す
る
こ
と
に
な
る
で
あ
ろ
う
。
統
計

的
安
全
評
価
手
法
は
、
保
守
性
を
合
理

的
に
扱
う
こ
と
に
よ
り
、
安
全
裕
度
を

適
正
化
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
使
用
す
る
解
析
モ
デ

ル
や
入
力
デ
ー
タ
の
不
確
か
さ
が
大
き

い
場
合
に
は
、
そ
の
合
理
化
効
果
に
は

期
待
で
き
な
い
。

　

自
然
循
環
除
熱
に
関
し
て
は
、
極
低

流
速
域
で
の
流
動
特
性
の
把
握
が
重
要

と
さ
れ
て
い
る
が
、
現
状
の
計
測
技
術

で
は
機
構
論
的
な
解
明
は
困
難
と
さ
れ

て
い
る
。
今
後
30
年
間
の
技
術
革
新
を

見
通
し
た
と
き
、
革
新
的
な
計
測
技
術

が
開
発
さ
れ
る
か
、
ま
た
は
、
飛
躍
的

な
計
算
機
技
術
の
進
展
に
よ
る
シ
ミ
ュ

レ
ー
シ
ョ
ン
解
析
を
通
し
て
、
不
確
か

さ
の
極
小
化
が
図
ら
れ
る
の
で
は
な
い

か
と
予
想
す
る
。
楽
観
的
に
過
ぎ
る
か

も
し
れ
な
い
が
、
現
状
の
研
究
開
発
を

積
み
上
げ
長
期
的
に
取
り
組
む
こ
と
で

達
成
で
き
る
も
の
と
考
え
る
。

　

現
在
、
99
年
７
月
か
ら
05
年
度
ま
で
実

施
さ
れ
た
「
Ｆ
Ｂ
Ｒ
サ
イ
ク
ル
実
用
化
調

査
研
究
（
Ｆ
Ｓ
）」
や
「
も
ん
じ
ゅ
」
な

ど
の
成
果
に
基
づ
き
、
実
用
化
に
重
点
を

置
い
た
Ｆ
ａ
Ｃ
Ｔ
（Fast Reactor 

Cycle T
echnology D

evelopm
ent 

Project

：
Ｆ
Ｂ
Ｒ
サ
イ
ク
ル
実
用
化
研

究
開
発
）
研
究
が
07
年
度
よ
り
進
め
ら
れ

て
い
る
。
Ｆ
Ｓ
で
主
概
念
（
注
３
）
と
し

て
選
定
さ
れ
た
Ｆ
Ｂ
Ｒ
シ
ス
テ
ム
（
ナ
ト

リ
ウ
ム
冷
却
１
５
０
万
ｋ
Ｗ
２
ル
ー
プ
シ

ス
テ
ム
）
の
現
設
計
は
強
制
循
環
除
熱
で

あ
る
が
、
自
然
循
環
の
適
用
性
検
討
が
文

部
科
学
省
公
募
研
究
と
し
て
実
施
さ
れ
て

い
る
。

　

今
後
の
別
の
課
題
と
し
て
、
能
動
的
シ

ス
テ
ム
を
対
象
と
し
て
開
発
が
進
め
ら
れ

て
き
た
最
適
評
価
コ
ー
ド
や
Ｐ
Ｓ
Ａ
に
お

け
る
作
動
信
頼
性
を
、
受
動
的
シ
ス
テ
ム

で
定
量
化
す
る
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。
特

に
、
そ
の
性
能
は
温
度
や
圧
力
と
言
っ
た

環
境
に
依
存
す
る
こ
と
か
ら
、
時
間
依
存

性
を
持
た
せ
た
評
価
手
法
の
開
発
も
必
要

で
あ
ろ
う
。
ま
た
、
こ
う
し
た
課
題
解
決

は
、
透
明
性
の
高
い
技
術
評
価
と
そ
れ
に

基
づ
き
策
定
さ
れ
た
研
究
開
発
戦
略
に
従

い
進
め
る
こ
と
は
言
を
俟
た
な
い
。
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次
世
代
軽
水
炉
の
燃
料
開
発

　

現
行
軽
水
炉
か
ら
Ｆ
Ｂ
Ｒ
へ
の
移
行

期
を
担
う
次
世
代
軽
水
炉
に
は
、
使
用

済
み
燃
料
発
生
量
の
低
減
、
環
境
負
荷

の
低
減
、
経
済
性
の
向
上
、
ウ
ラ
ン
資

源
の
有
効
利
用
、
信
頼
性
の
向
上
な
ど

が
求
め
ら
れ
る
。
こ
れ
ら
の
課
題
を
克

服
す
る
た
め
、
産
官
学
が
一
体
と
な
り
、

軽
水
炉
燃
料
の
高
度
化
に
取
り
組
ん
で

い
る
。

　

将
来
的
な
環
境
負
荷
の
極
小
化
に
向

け
た
通
過
点
と
し
て
、
軽
水
炉
に
お
い

て
も
発
生
エ
ネ
ル
ギ
ー
当
た
り
の
再
処

理
す
る
核
燃
料
の
量
を
最
小
化
す
る
こ

と
、
す
な
わ
ち
、
使
用
済
み
燃
料
発
生

量
の
低
減
の
た
め
に
は
、
現
在
達
成
さ

れ
て
い
る
集
合
体
取
出
最
高
燃
焼
度
55

Ｍ
Ｗ
ｄ
／
ｋ
ｇ
Ｕ
を
超
え
る
高
燃
焼
度

化
が
有
効
で
あ
る
。
70
Ｍ
Ｗ
ｄ
／
ｋ
ｇ

Ｕ
ま
で
燃
焼
度
を
増
加
さ
せ
る
こ
と
に

よ
り
、
現
在
に
比
べ
て
使
用
済
み
燃
料

発
生
量
を
約
30
％
低
減
で
き
る
。

　

高
燃
焼
度
化
に
よ
り
使
用
済
み
燃
料

発
生
量
を
低
減
す
る
こ
と
が
で
き
れ
ば
、

現
在
懸
案
と
な
っ
て
い
る
再
処
理
す
る

ま
で
の
期
間
の
貯
蔵
管
理
の
負
担
軽
減

に
つ
な
が
る
。
さ
ら
に
、
将
来
的
に
は

M
O
X
燃
料
の
高
燃
焼
度
化
に
も
取
り

組
む
必
要
が
あ
る
。

　

ま
た
、
70
Ｍ
Ｗ
ｄ
／
ｋ
ｇ
Ｕ
以
上
の

高
燃
焼
度
を
達
成
す
る
た
め
に
は
、
燃

料
中
の
２
３
５
Ｕ
濃
縮
度
を
現
行
の
制

限
値
を
超
え
る
５
％
以
上
に
す
る
必
要

が
あ
り
、
関
連
す
る
法
体
系
の
整
備
と

そ
れ
に
基
づ
く
燃
料
製
造
ラ
イ
ン
の
対

応
が
急
が
れ
る
。

　

再
処
理
に
よ
り
回
収
し
た
Ｐ
ｕ
は
、

プ
ル
サ
ー
マ
ル
へ
の
利
用
と
同
時
に
Ｆ

Ｂ
Ｒ
の
初
期
装
荷
燃
料
と
し
て
の
役
割

も
持
つ
こ
と
と
な
る
。
50
年
か
ら
Ｆ
Ｂ

Ｒ
を
滞
り
な
く
導
入
す
る
た
め
に
は
、

第
２
再
処
理
工
場
を
建
設
し
、
十
分
な

量
の
Ｐ
ｕ
を
供
給
す
る
必
要
が
あ
る
。

第
２
再
処
理
工
場
は
、
六
ケ
所
再
処
理

工
場
で
は
基
本
的
に
受
け
入
れ
る
こ
と

が
で
き
な
い
使
用
済
み
燃
料
、
す
な
わ

ち
高
燃
焼
度
お
よ
び
Ｍ
Ｏ
Ｘ
の
使
用
済

み
燃
料
を
再
処
理
で
き
る
能
力
を
有
す

る
こ
と
が
要
求
さ
れ
る
。
軽
水
炉
燃
料

の
高
燃
焼
度
化
に
よ
る
使
用
済
み
燃
料

発
生
量
の
低
減
は
、
第
２
再
処
理
工
場

の
コ
ン
パ
ク
ト
化
に
つ
な
が
る
。

（
3
）
M
A
を
閉
じ
込
め
核
拡
散
抵
抗

性
を
有
す
る
乾
式
再
処
理
技
術

　

金
属
燃
料
炉
心
と
乾
式
再
処
理
＋
射

出
製
造
か
ら
成
る
金
属
燃
料
サ
イ
ク
ル

技
術
は
、
安
全
で
経
済
性
に
優
れ
る
こ

と
に
加
え
て
、
表
‐
１
の
③
「
環
境
負

荷
の
低
減
と
自
立
し
た
燃
料
供
給
」
と

④
「
核
拡
散
抵
抗
性
の
極
大
化
」
と
い

う
点
で
高
い
潜
在
能
力
を
持
つ
。

　

こ
の
技
術
の
特
長
は
、
原
子
炉
の
燃

料
と
し
て
も
ん
じ
ゅ
な
ど
で
用
い
ら
れ

て
い
る
酸
化
物
で
は
な
く
、
金
属
を
使

用
し
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
金
属
は
酸

化
物
に
比
べ
て
密
度
が
高
い
こ
と
か
ら
、

原
子
炉
内
の
燃
料
装
荷
量
が
少
な
く
て

済
む
こ
と
、
燃
料
の
増
殖
性
能
が
良
い

こ
と
な
ど
の
特
長
を
有
す
る
。
ま
た
、

中
性
子
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
高
い
こ
と
か

ら
、
Ｍ
Ａ
の
燃
焼
効
率
が
良
い
。

　

金
属
燃
料
の
再
処
理
で
は
、
乾
式
再
処

理
と
呼
ば
れ
る
プ
ロ
セ
ス
が
採
用
さ
れ
て

い
る
。
す
な
わ
ち
、
５
０
０
℃
で
融
解
さ

せ
た
塩
（
溶
融
塩
）
の
中
で
使
用
済
み
燃

料
を
陽
極
と
し
て
電
気
分
解
を
行
う
こ
と

に
よ
り
、
ウ
ラ
ン
と
Ｐ
ｕ
を
陰
極
で
回
収

す
る
。
こ
の
時
、
電
極
で
は
さ
ま
ざ
ま
な

成
分
が
溶
解
あ
る
い
は
析
出
す
る
が
、
そ

の
順
番
は
イ
オ
ン
化
傾
向
に
従
う
。
そ
の

っ
て
回
収
さ
れ
る
こ
と
は
、
乾
式
再
処
理

の
優
れ
た
特
長
で
あ
り
、
一
方
、
Ｐ
ｕ
が

高
い
純
度
で
回
収
さ
れ
な
い
と
い
う
面
か

ら
は
、
核
拡
散
抵
抗
性
が
高
い
こ
と
が
保

障
さ
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
世
界
標
準
要
件

と
な
っ
て
い
る
で
あ
ろ
う
表-

１
の
③
と

④
を
具
備
し
た
再
処
理
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
。

　

図
‐
４
は
、
高
速
炉
で
照
射
し
た
Ｍ

Ａ
添
加
の
金
属
燃
料
の
断
面
写
真
で
、

電
中
研
が
Ｅ
Ｕ
超
ウ
ラ
ン
元
素
研
究
所

（
Ｉ
Ｔ
Ｕ
）
と
共
同
で
実
施
中
の
研
究

図-4 高速炉フェニックスで照射したMA添加金属燃料の断面

性
質
を
う
ま
く

利
用
し
て
、
鉄

陰
極
を
用
い
れ

ば
金
属
ウ
ラ
ン

が
高
純
度
で
回

収
さ
れ
、
液
体

カ
ド
ミ
ウ
ム
陰

極
を
用
い
れ
ば

Ｐ
ｕ
が
ウ
ラ
ン

や
Ｍ
Ａ
と
一
括

し
て
回
収
で
き

る
。

　

特
別
な
プ
ロ

セ
ス
を
付
加
し

な
く
て
も
Ｍ
Ａ

が
Ｐ
ｕ
に
混
ざ
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で
あ
る
。
軽
水
炉
で
生
成
す
る
Ｍ
Ａ
を

金
属
燃
料
炉
心
で
効
率
良
く
燃
焼
す
る

こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
。

　

電
中
研
で
は
80
年
代
後
半
か
ら
研
究

に
着
手
し
、
日
本
原
子
力
研
究
開
発
機

構
（
Ｊ
Ａ
Ｅ
Ａ
）
や
Ｉ
Ｔ
Ｕ
な
ど
の
国

内
外
の
研
究
機
関
、
大
学
、
メ
ー
カ
ー

な
ど
と
共
同
で
、
数
キ
ロ
グ
ラ
ム
の
ウ

ラ
ン
、
約
１
０
０
ｇ
の
Ｐ
ｕ
、
さ
ら
に

照
射
燃
料
ま
で
用
い
て
着
実
に
研
究
を

進
展
さ
せ
て
き
て
お
り
、
現
在
は
実
用

的
な
工
学
機
器
開
発
の
段
階
に
入
っ
て

い
る
。
今
後
は
、
将
来
の
工
学
規
模
ホ

ッ
ト
試
験
の
実
施
に
向
け
て
、
プ
ロ
セ

ス
全
体
の
工
学
的
実
証
に
加
え
て
、
遠

隔
操
作
や
保
障
措
置
、
許
認
可
な
ど
に

も
対
応
し
た
研
究
開
発
を
進
め
て
い
く

計
画
が
構
想
さ
れ
て
い
る
。　

最
後
に

世
界
的
な
研
究
開
発
状
況
に
つ
い
て
も

簡
単
に
記
述
し
て
お
く
。
金
属
燃
料
サ

イ
ク
ル
の
発
案
者
で
あ
る
米
国
の
ア
ル

ゴ
ン
ヌ
／
ア
イ
ダ
ホ
国
立
研
究
所
で
は
、

金
属
燃
料
高
速
実
験
炉
Ｅ
Ｂ
Ｒ
-
Ⅱ
の

実
使
用
済
み
燃
料
を
用
い
た
工
学
試
験

を
96
年
か
ら
実
施
し
て
き
て
お
り
、
こ

れ
ま
で
に
大
き
な
ト
ラ
ブ
ル
無
く
合
計

３
・
５
ｔ
を
超
え
る
使
用
済
み
燃
料
を

再
処
理
し
て
い
る
。
Ｅ
Ｕ
や
韓
国
で
は

核
廃
棄
物
の
低
減
、
イ
ン
ド
や
中
国
で

は
将
来
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
の
増
大
を

見
据
え
た
高
増
殖
性
能
な
ど
、
国
々
の

実
情
に
応
じ
た
観
点
か
ら
金
属
燃
料
サ

イ
ク
ル
が
研
究
さ
れ
て
い
る
。
特
に
韓

国
と
イ
ン
ド
で
は
、
米
国
や
日
本
に
続

い
て
、
工
学
規
模
ホ
ッ
ト
試
験
に
向
け

た
機
器
開
発
を
精
力
的
に
進
め
て
い
る
。

　

研
究
開
発
に
長
い
時
間
を
要
す
る
原

子
力
発
電
が
低
炭
素
社
会
を
持
続
的
に

支
え
て
い
く
た
め
に
は
、
地
道
な
研
究

開
発
を
継
続
し
、
そ
の
知
見
を
随
時
実

用
化
し
て
商
業
利
用
に
反
映
し
て
い
く

と
い
う
、
息
の
長
い
取
り
組
み
が
必
要

で
あ
る
。

　

冒
頭
に
述
べ
た
50
年
の
原
子
力
利
用

の
姿
を
実
現
す
る
こ
と
は
容
易
で
は
な

い
。
そ
の
実
現
の
た
め
の
課
題
と
解
決

策
に
つ
い
て
は
、
簡
単
で
は
あ
る
が
第

５
回
で
述
べ
た
こ
と
か
ら
、
今
回
は
あ

え
て
実
現
で
き
て
い
る
と
し
た
50
年
を

基
点
と
し
て
論
を
展
開
し
た
。
50
年
段

階
で
の
環
境
が
整
い
、
そ
の
後
の
社
会

実
現
の
た
め
の
先
行
的
な
研
究
開
発
が

成
功
裏
に
進
ん
で
い
る
と
し
て
も
、
さ

ら
な
る
長
期
的
な
目
標
を
達
成
す
る
た

め
の
ハ
ー
ド
ル
は
高
い
。

　

実
現
し
た
低
炭
素
社
会
を
支
え
る
原

子
力
利
用
を
維
持
発
展
さ
せ
て
い
く
た

め
に
、
わ
れ
わ
れ
原
子
力
技
術
者
に
は

無
限
の
努
力
が
求
め
ら
れ
る
。

　

今
後
、
原
子
力
を
取
り
巻
く
社
会
環

境
に
多
少
の
変
動
が
あ
ろ
う
と
も
、
そ

れ
ら
に
柔
軟
に
対
応
し
得
る
硬
直
化
し

な
い
機
動
的
な
開
発
計
画
の
下
、
ブ
レ

る
こ
と
な
く
研
究
〜
開
発
〜
実
証
〜
実

用
の
サ
イ
ク
ル
を
推
進
し
、
研
究
開
発

の
果
実
を
社
会
に
広
め
て
い
か
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
こ
と
を
肝
に
銘
じ
、
日
々

の
努
力
を
重
ね
て
い
き
た
い
。

参
考
文
献

［1］ 
原
子
力
安
全
委
員
会
：
発
電
用
原
子

炉
施
設
に
関
す
る
耐
震
設
計
審
査
指
針

（
2
0
0
6
年
9
月
）

http://w
w
w
.shinsashishin-nsc.

jp/pdf/1/si004.pdf

（
注
１
）
１
原
子
力
施
設
で
事
故
が

起
こ
る
確
率
や
ど
の
よ
う
な
系
統
・

機
器
な
ど
の
故
障
が
大
き
な
事
故
に

結
び
つ
き
や
す
い
か
な
ど
を
評
価
し

た
情
報
を
意
味
す
る
。「
残
余
の
リ

ス
ク
」
は
、
設
計
地
震
動
を
上
回
る

地
震
動
の
影
響
が
施
設
に
及
ぶ
こ
と

に
よ
り
、
施
設
に
重
大
な
損
傷
事
象

が
発
生
す
る
こ
と
、
大
量
の
放
射
性

物
質
が
放
散
す
る
事
象
が
発
生
す
る

こ
と
、
あ
る
い
は
そ
の
結
果
と
し
て

周
辺
公
衆
に
対
し
て
放
射
線
被
曝
に

よ
る
災
害
を
及
ぼ
す
こ
と
の
リ
ス
ク

を
意
味
す
る
。

（
注
２
）
ウ
ェ
ス
テ
ィ
ン
グ
ハ
ウ
ス
・

エ
レ
ク
ト
リ
ッ
ク
社
が
設
計
す
る
加

圧
水
型
原
子
炉
の
名
称
。

（
注
３
）
現
在
の
知
見
で
実
用
施
設

と
し
て
実
現
性
が
最
も
高
い
と
考
え

ら
れ
る
実
用
シ
ス
テ
ム
概
念
。

4
低
炭
素
社
会
の
持
続
的

発
展
に
向
け
て
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